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1. はじめに 

経済発展と共に年々増加している化石燃料の大量消

費に伴う CO2の排出量増加は、地球温暖化問題の主要な

原因とされ、問題視されている。産業革命以前、約280ppm

であった大気中の CO2濃度は 2000 年には 368ppm に達し

た。こうした中、CO2の濃度上昇を抑制するCO2回収・貯

留技術(CCS)技術の1つとして、大規模排出源から回収し

た CO2を海洋に溶解させ、長期にわたって隔離すること

を目的とした海洋隔離技術が各国で検討されている。 

 海洋隔離の基本構想の1つとして、中層希釈放流方式

がある。本研究では、この中層希釈放流を対象とし、CO2

投入量や希釈特性の把握の検討、海洋生物への影響評価

を行うことを目的としている。著者ら 1)のこれまでの研

究では、日本近海に CO2を投入した場合の濃度予測によ

ると、大きなメッシュサイズ(水平方向2°×2°)では濃

度が平均化されてしまい、海洋生物等への影響評価に適

用させるには不十分であった。そこで、本研究では水平

方向解像度を1/10(0.2°×0.2°)とすることでCO2濃度

予測の精度向上化を図ることとした。また、大気･海洋間

の CO2収支、生物ポンプを考慮したモデルを用い、投入

後のCO2濃度分布を示した。 

2. 解析モデルの概要 

2.1 流動モデル 

本研究で使用した流動モデルは、Wada et al2)、長谷

川ら 3)が再現してきたモデルを改良した。計算対象範囲

(太平洋全域;110E～70W, 60N～74S, C grid)全てを細分

化させると計算負荷が大きいことから、投入海域近傍の

解像度の細分化を行った。細分化の範囲は投入地点(東経

132度,北緯22度)を中心に経度127～139度,緯度17～25

度とした。細分化の方法として、元の2度メッシュ(粗メ

ッシュ)に 0.2 度メッシュ(密メッシュ)を導入するネス

ティング手法を用いた。また鉛直方向の計算メッシュは

既往の11層から16層へと層を増やした可変メッシュ区

切りとした。密メッシュ系においては、粗メッシュ系か

らの情報として、境界流速を補間してセット 

 

 

し、運動量を伝達する。次に密メッシュから粗メッシュ

への情報伝達は、流量保存則が厳密になるように、圧力

ポアソン方程式を密メッシュおよび粗メッシュの自由度

を同時に連立させて解く。圧力ポアソン方程式の解き方

は、構造メッシュ上の不完全コレスキー分解付き共役残

差法を用いた。海洋の流速成分はPrimitiveな方程式系

を使用している。また，基礎方程式の座標系は水平方向

に球面座標を用いている。ポテンシャル水温の保存式、

塩分の保存式には、Sarmiento and Bryan4)にならい、計

算値と観測値を同化させる項を導入するモデルを採用し

ている。 

2.2 CO2の挙動モデル 

次に CO2濃度拡散の概要を示す。流動モデルと同じ格

子系を元に CO2放出点近傍を細分化させたモデルを構築

した。 

モデルでは大気と海洋の CO2分圧差から交換量を算出

5)しTans6)らのガス交換係数を乗じることにより大気・海

洋間のCO2収支を考慮し、またBrger7)らの基礎生産量か

ら生物活動による炭素の鉛直移送(生物ポンプ)を考慮し

た数値モデルを構築した。以下に解析に使用した計算式

を示す。 
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ここで、C:全炭酸濃度(μmol/kg)、t:時間(s)、KH:水平

方向拡散係数(1×103m2/s)、KV:鉛直方向拡散係数(1×

10-4m2/s)、FOCEAN-AIR：大気・海洋間のCO2収支(μmol/kg) 、

Finj:CO2投入量(μmol/kg)、Fbio:生物ポンプ(μmol/kg)で

ある。拡散方程式の離散化には有限体積法を用いている。 

3. 使用したデータ 

使用した水温・塩分データは JODC 所蔵の 1906～1988

年にわたる約80年間のデータを用いた。風速のデータは、

NASAのGoddard Space Flight Center (GSFC)から提供さ

れた太平洋全域の1988 年～1998 年までの6時間毎のデ

ータを使用した。全炭酸濃度、全アルカリ度はChenら 
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8)の式(2)を、変動範囲内で各温度別に適用した値を用い

た。 
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ここで、TCO2:全炭酸濃度(μmol/kg) 、 TA:全アルカリ

度(μequiv/kg) 、θ:温度(℃)である。 

4. CO2の挙動予測の計算及び結果 

 CO2投入量はCOP3で定められた基準値に対し、2003年

の年間超過量である0.052Gt/yrとした。このときのCO2

濃度は 36997.505μmol/kg(負荷量/投入地点での格子体

積)である。日本近海に 10 年間連続投入し CO2の挙動を

みた。また本モデルでは中層の層厚さを細かくし層の数

が増加したため投入深度の検討を行う必要があるが、生

物への影響を回避するため、有光層と海底付近の深層へ

の直接の投入を避けた、既往(中村ら,20071))モデルの第

7 層(800～1500m)と同じ深さに相当する第 10 層(1250～

1500m)とした。 

 CO2濃度計算結果を図-1及び図-2に示す。CO2を 10 年

間投入し続けるケースと CO2を投入しないケースを計算

しCO2海洋隔離による濃度上昇を算出した。図-1は細分

化した日本近海投入地点近傍における投入深さ(第 10

層)でのCO2濃度上昇値であり、図-2は既往モデル1)によ

るCO2濃度上昇値である。 

 図-2によると投入地点の濃度上昇は10年後で約60μ

mol/kgあったが、図-1では約7200μmol/kgとなってい

る。このことから、改良したモデルではメッシュサイズ

による CO2濃度の差が生じることが分かった。また、図

-2 では各メッシュ間の CO2濃度勾配が小さく同一 CO2濃

度範囲が広く精度が低い。一方、図-1より CO2投入地点

からの広がり方や濃度勾配が大きくなることが確認でき

た。 

本研究では数値モデルを用いて、海洋生物への CO2濃

度上昇による影響評価を行うことを主な目的としている。

その前段階として、モデルメッシュ細分化による計算精

度の検証を行ったが、今後は投入量の検討、投入地点、

投入深度の再考、海洋生物への影響評価が必要であると

考えられる。 
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図-1 投入地点近傍の第10層におけるCO2の広がり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  既往モデル 1)による投入地点近傍の第7層に

おけるCO2の広がり 
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